予算要求資料
平成26年度9月補正予算　　支出科目　款：労働費　項：職業訓練費　目：職業訓練校費　
	事業名　職業能力開発校運営費（交付金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　商工労働部　産業技術課　産業人材育成係　電話番号：058-272-1111（内3134）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　1,592千円（現計予算額：3,614千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	3,614
	1,807
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,807

	補　正

要求額
	1,592
	796
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	796

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　2020年の省エネ基準義務化を控え、次世代住宅の普及にあたっては、高気密・高断熱の住宅と太陽光発電設備等の省エネ設備を生かした省エネ性能の向上が必要となるが、これらに適切に対応できる知識と技術を兼ね備えた施工技術者の不足が大きな課題となっている。県立国際たくみアカデミーではこれまで、職業能力開発施設として建築や設備施工に係る人材を育成し、地域の雇用や人材育成に寄与してきたが、次世代住宅に対応したカリキュラムや訓練指導のノウハウを有しておらず、県下の中小工務店等が直面する課題に対応できない状況にある。

一方、環境先進国と言われるドイツでは、2002年から省エネルギー法で住宅・建築物の省エネ基準が定められ、全ての新築住宅・建築物が対象となっていることに加え、2020年にはドイツ全土でパッシブハウスを義務化し、さらなる省エネが推進される。中でも、県と連携関係にあるドイツ・バーデン=ヴュルテンベルグ州（BW州）のフライブルク市では、このパッシブハウスを2009年から先行して義務化しており、市内の「リヒャルトフェーレンバッハ職業学校（RFG）」では、こうした厳しい基準に対応したカリキュラムを導入し、次世代住宅の普及に必要な施工技術者の育成が図られている。
このため、県とBW州との連携のもとに国際たくみアカデミーとRFGとの学校間連携を実現し、RFGの先進的なカリキュラムの導入や指導員のスキルアップ等を図ることで、次世代住宅の普及に必要な施工技術者の育成を推進し、県下の中小工務店等における次世代住宅への対応力強化に貢献していくものである。
連携の実現には、国際たくみアカデミーとRFGとの相互理解を図り、具体的な連携方策の内容とその実行に関する課題点の把握、解決策についての十分な協議が必要である。
（2） 事業内容
RFGとの連携の実現に向け、両校関係者による連携方針の確認、具体的な連携方策に関する詳細協議を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　職業転換訓練費交付金及び離職者等職業訓練費交付金充当（厚生労働省）
　　事業費の１/２充当

　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	1,202
	渡航費用

	役務費
	390
	現地通訳手数料

	合計
	1,592
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ

岐阜県成長・雇用戦略
成長分野（航空宇宙、医療福祉機器、食料品、医薬品、次世代エネルギー）
　　　　・次世代エネルギー分野のプロジェクト
　　　　　→岐阜県ゼロエネルギーハウスプロジェクトの推進
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
H26　　RFGとの協定締結に向けた両校間の調整

H27　　RFGとの協定締結
H27～　協定に基づく人的交流（指導員の派遣、RFG関係者の来校等）の、
開始、カリキュラムの導入、訓練指導の実施等


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	次世代住宅に関する訓練受講者数
	　　0
（H25）
	    0
（H27）
	   80
（H28）
	    0
（H26）
	  140
（H30）
	－ ％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　なし


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　（今後見込まれる成果）

「国際たくみアカデミー」の人材育成機能を強化し、岐阜県版次世代住宅の普及に必要な施工技術者の育成、供給を図る。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	2020年の省エネ基準義務化を控え、岐阜県版次世代住宅の普及に必要な施工技術者の育成、供給のために必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）



	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・RFGとの協定締結（H27）

・協定に基づく人的交流（指導員の派遣、RFG関係者の来校等）の開始、
カリキュラムの導入、訓練指導の実施等（H27～）


